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1.  平成25年6月期第2四半期の業績（平成24年7月1日～平成24年12月31日）

(2) 財政状態

(1) 経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年6月期第2四半期 1,749 △3.9 △1,109 ― △1,115 ― △724 ―
24年6月期第2四半期 1,819 45.7 △1,050 ― △1,059 ― △716 ―

1株当たり四半期純利益 潜在株式調整後1株当たり四半期
純利益

円 銭 円 銭

25年6月期第2四半期 △94.60 ―
24年6月期第2四半期 △93.54 ―

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

25年6月期第2四半期 9,575 2,922 30.5
24年6月期 7,927 3,676 46.4
（参考） 自己資本 25年6月期第2四半期 2,922百万円 24年6月期 3,676百万円

2.  配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

24年6月期 ― ― ― 6.00 6.00
25年6月期 ― ―
25年6月期（予想） ― 6.00 6.00

3. 平成25年 6月期の業績予想（平成24年 7月 1日～平成25年 6月30日）

（％表示は、対前期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 10,700 3.1 360 16.1 340 16.4 140 324.2 18.28



(1) 四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（注）当第１四半期会計期間より減価償却方法の変更を行っており、「会計方針の変更を会計上の見積りの変更と区別することが困難な場合」に該当してお
ります。詳細は、添付資料３ページ「２．サマリー情報（注記事項）に関する事項（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示」をご覧ください。

(3) 発行済株式数（普通株式）

※  注記事項

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有
② ①以外の会計方針の変更 ： 無
③ 会計上の見積りの変更 ： 有
④ 修正再表示 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年6月期2Q 7,660,000 株 24年6月期 7,660,000 株
② 期末自己株式数 25年6月期2Q 1,592 株 24年6月期 1,592 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 25年6月期2Q 7,658,408 株 24年6月期2Q 7,658,468 株

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であります。なお、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引

法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了しておりません。

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際

の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。なお、業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、
添付資料３ページ「業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。
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（１）経営成績に関する定性的情報

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、公共事業関係費の震災関連予算により一時的に改善の傾向にあり

ますが、国及び地方自治体の慢性的な財政難から、中長期的な国内市場の厳しい受注競争は継続しております。東

日本大震災後の復興事業については停滞した状況から徐々に動き始め、当社が属する建設コンサルタント業界にお

きましては、新政権により大規模災害のリスク低減に向けた「国土強靭化」と「防災・減災ニューディール」が打

ち出され、被災地域の復興事業によるインフラ整備とともに、首都直下地震、東海・東南海・南海地震に対する防

災対策事業や再生可能エネルギーを活用した減災まちづくり事業等の国土の防災、持続可能な社会づくりが求めら

れております。

当社は、このような市場環境を踏まえ、橋梁や道路といった既存のコア事業分野における計画・設計業務の基盤

強化を図るとともに、集中豪雨による斜面崩壊や河川氾濫、プラントや生産設備の耐震診断といったリスクマネジ

メント業務に従事してまいりました。また、東日本大震災直後より設置した震災復興支援室の機能を更に強化し、

新たな技術や手法への対応を効果的に行うため、７月より復興・防災推進部を設置し受注を強化してまいりまし

た。

以上のような事業経過のもと、当第２四半期累計期間における業績は、受注高は74億８千７百万円（前年同四半

期比140.7％）となりました。売上高は17億４千９百万円（同96.1％）、営業損失は11億９百万円（前年同四半期

10億５千万円）、経常損失は11億１千５百万円（同10億５千９百万円）、四半期純損失は７億２千４百万円（同７

億１千６百万円）となりました。

なお、当社は官公庁取引が大半を占める事業の性質上、売上高が第４四半期会計期間に集中する傾向にあり、第

３四半期会計期間までは営業費用の占める割合が著しく高くなる傾向にあります。そのため、営業利益、経常利

益、四半期純利益ともに損失計上となっております。

部門別の状況を示すと次のとおりであります。なお、当社は単一の報告セグメントであるため、セグメントごと

の記載はしておりません。また、第１四半期会計期間より部門別の区分を変更し、前事業年度まで表記しておりま

した〔道路・橋梁〕〔広域整備・調査〕〔施工管理〕を、当社の事業部門の体制を基本とした〔構造保全〕〔社会

創造〕〔防災〕〔海外・施工管理〕へ変更しております。前年同四半期比較にあたっては前年同四半期分を変更後

の区分に組み替えて表示しております。

〔構造保全部門〕

当部門の事業内容は、橋梁や地下構造物等を中心とした新設構造物の設計及び既存構造物の点検、補修・補強、

修繕計画等の保全関連業務を行っております。

当部門の受注高は45億５千５百万円（前年同四半期比148.2％）、売上高は６億１千４百万円（同52.8％）とな

りました。主な受注業務として、北勢国道事務所管内における４７５号東海環状いなべ地区橋梁詳細設計業務、近

畿技術事務所管内における北東部地区橋梁点検業務、三陸国道事務所管内における野田南地区橋梁詳細設計業務が

あげられます。

〔社会創造部門〕

当部門の事業内容は、道路計画・設計、交通計画、都市及び地方計画、環境調査・計画等に関する業務を行って

おります。

当部門の受注高は17億７千万円（前年同四半期比131.3％）、売上高は４億８千１百万円（同222.0％）となりま

した。主な受注業務として、宮城県女川町における離半島部復興マスタープラン検討業務及び復興整備基本設計業

務、宮城県石巻市における総合運動公園実施設計業務があげられます。

〔防災部門〕

当部門の事業内容は、河川・砂防計画、地質調査、探査、港湾等の調査・計画・設計に関する業務を行っており

ます。

当部門の受注高は９億９千１百万円（前年同四半期比183.7％）、売上高は３億２千６百万円（同199.8％）とな

りました。主な受注業務として、渡良瀬川河川事務所管内における土石流危険渓流対策検討業務、愛媛県における

海岸施設等津波対策検討業務があげられます。

〔海外・施工管理部門〕

当部門の事業内容は、国外における道路及び橋梁建設プロジェクトの調査・計画・設計業務ならびに国内外にお

ける工事の実施に関する施工監理業務等を行っております。

当部門の受注高は１億６千９百万円（前年同四半期比47.1％）、売上高は３億２千６百万円（同119.2％）とな

りました。主な受注業務として、国際協力機構（ＪＩＣＡ）よりフィリピン国環状３号線建設事業準備調査、福島

県金山町における地域活性化施設改修工事監理業務があげられます。

１．当四半期決算に関する定性的情報
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（２）財政状態に関する定性的情報

① 資産、負債及び純資産の状況

当第２四半期会計期間末における資産合計は、前事業年度末と比べて16億４千８百万円増加し、95億７千５百

万円となりました。主な変動は、たな卸資産の増加23億２千２百万円、繰延税金資産の増加４億１千７百万円、

運転資金ならびに法人税等の支払による現金及び預金の減少10億９千８百万円、完成業務未収入金の減少５千７

百万円によるものであります。

負債合計は、前事業年度末と比べて24億２百万円増加し、66億５千３百万円となりました。主な変動は、未成

業務受入金の増加13億３千２百万円、短期借入金の増加15億5千万円によるものであります。

純資産合計は、前事業年度末と比べて７億５千３百万円減少し、29億２千２百万円となりました。主な変動

は、剰余金の配当４千５百万円、四半期純損失７億２千４百万円を計上したことにより利益剰余金が減少したこ

とによるものであります。

② キャッシュ・フローの状況

当第２四半期末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動ならびに投資活動による

支出が財務活動による収入を上回ったため、前事業年度末と比べ10億９千８百万円減少（前年同四半期は３億６

千５百万円減少）し、２億８千１百万円となりました。

当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は、24億９千６百万円（前年同四半期は、使用した資金19億１千１百万円）と

なりました。これは主に、当第２四半期累計期間の税引前四半期純損失11億１千５百万円に、減価償却費６千

５百万円などの非資金費用のほか、未成業務受入金の増加額13億３千２百万円などによる資金の増加、たな卸

資産の増加額23億２千２百万円などによる資金の減少によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、６千８百万円（前年同四半期は、使用した資金５千８百万円）となりまし

た。これは主に、コンピュータ、ソフトウェアなどの固定資産の取得による支出６千４百万円などによるもの

であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は、14億６千５百万円（前年同四半期は、得られた資金16億５百万円）となり

ました。これは主に、金融機関から運転資金の調達として短期借入れによる収入15億５千万円、長期借入金の

返済による支出２千５百万円及び配当金の支払額４千５百万円などによるものであります。

（３）業績予想に関する定性的情報

今後の見通しにつきましては、東日本大震災の復興事業、首都直下地震、東海・東南海・南海地震に備えた防災

対策事業や津波対策事業、河川や港湾を含めた公共インフラの耐震対策、急傾斜地の地すべり対策といった全国防

災対策事業が今後も増加していくものと予測されます。当社は復興事業、全国防災対策事業の受注を継続して強化

するとともに、「品質の確保」「労務環境の改善」「利益の確保」に向けた全社的な取り組みを進め、業績の向上

に努めてまいります。

なお、第２四半期累計期間における業績の進捗状況や今後の市場環境を勘案し、現時点において平成24年８月９

日に公表いたしました業績予想に変更はありません。

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

該当事項はありません。

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

当社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期会計期間より、平成24年７月１日以後に取得した有形固定資産につ

いて、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

これによる当第２四半期累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項
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３．四半期財務諸表
（１）四半期貸借対照表

（単位：千円）

前事業年度
(平成24年６月30日)

当第２四半期会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,379,913 281,227

完成業務未収入金 583,899 526,196

たな卸資産 1,097,447 3,420,162

繰延税金資産 88,395 503,616

その他 73,538 111,527

貸倒引当金 △1,167 △1,052

流動資産合計 3,222,026 4,841,678

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 636,578 622,811

土地 3,096,844 3,096,844

その他（純額） 82,237 94,881

有形固定資産合計 3,815,660 3,814,537

無形固定資産 81,478 83,393

投資その他の資産

投資有価証券 204,495 227,527

繰延税金資産 284,016 286,343

その他 353,248 360,128

貸倒引当金 △33,677 △37,659

投資その他の資産合計 808,083 836,340

固定資産合計 4,705,222 4,734,271

資産合計 7,927,249 9,575,949
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（単位：千円）

前事業年度
(平成24年６月30日)

当第２四半期会計期間
(平成24年12月31日)

負債の部

流動負債

業務未払金 426,220 448,469

短期借入金 － 1,550,000

1年内返済予定の長期借入金 100,000 675,000

未払法人税等 99,055 36,621

未成業務受入金 894,661 2,227,631

受注損失引当金 19,100 73,900

その他 1,224,698 731,969

流動負債合計 2,763,735 5,743,591

固定負債

長期借入金 600,000 －

退職給付引当金 795,286 819,376

資産除去債務 42,027 42,701

その他 50,112 47,967

固定負債合計 1,487,426 910,045

負債合計 4,251,162 6,653,637

純資産の部

株主資本

資本金 1,399,000 1,399,000

資本剰余金 1,518,460 1,518,460

利益剰余金 764,560 △5,843

自己株式 △454 △454

株主資本合計 3,681,566 2,911,162

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △5,479 11,149

評価・換算差額等合計 △5,479 11,149

純資産合計 3,676,087 2,922,312

負債純資産合計 7,927,249 9,575,949
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（２）四半期損益計算書
（第２四半期累計期間）

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自 平成23年７月１日
至 平成23年12月31日)

当第２四半期累計期間
(自 平成24年７月１日
至 平成24年12月31日)

売上高 1,819,423 1,749,177

売上原価 1,577,520 1,526,798

売上総利益 241,903 222,379

販売費及び一般管理費 1,292,195 1,331,832

営業損失（△） △1,050,292 △1,109,452

営業外収益

受取事務手数料 2,391 2,292

受取賃貸料 1,376 1,462

補助金収入 1,445 1,880

その他 3,201 2,422

営業外収益合計 8,415 8,057

営業外費用

支払利息 15,100 13,031

その他 2,601 1,186

営業外費用合計 17,701 14,217

経常損失（△） △1,059,578 △1,115,612

特別損失

投資有価証券評価損 32,149 －

特別退職金 13,167 －

特別損失合計 45,317 －

税引前四半期純損失（△） △1,104,895 △1,115,612

法人税、住民税及び事業税 27,135 32,190

法人税等調整額 △415,632 △423,349

法人税等合計 △388,497 △391,159

四半期純損失（△） △716,398 △724,453
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（３）四半期キャッシュ・フロー計算書

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自 平成23年７月１日
至 平成23年12月31日)

当第２四半期累計期間
(自 平成24年７月１日
至 平成24年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △1,104,895 △1,115,612

減価償却費 54,869 50,913

無形固定資産償却費 15,267 14,532

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,621 24,090

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,795 3,866

受注損失引当金の増減額（△は減少） 42,500 54,800

受取利息及び受取配当金 △489 △483

支払利息 15,100 13,031

投資有価証券評価損益（△は益） 32,149 －

売上債権の増減額（△は増加） 234,367 57,702

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,758,138 △2,322,715

仕入債務の増減額（△は減少） △57,620 22,249

未成業務受入金の増減額（△は減少） 905,100 1,332,969

その他 △267,781 △548,761

小計 △1,888,746 △2,413,417

法人税等の支払額 △26,787 △83,041

法人税等の還付額 4,261 －

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,911,272 △2,496,458

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △44,004 △47,569

無形固定資産の取得による支出 △19,423 △17,160

投資有価証券の取得による支出 △602 △601

貸付けによる支出 △1,972 －

貸付金の回収による収入 789 203

利息及び配当金の受取額 505 890

その他 6,564 △4,327

投資活動によるキャッシュ・フロー △58,143 △68,565

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 1,750,000 1,550,000

短期借入金の返済による支出 △50,000 －

長期借入金の返済による支出 △39,030 △25,000

配当金の支払額 △38,636 △45,276

利息の支払額 △17,125 △13,814

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,605,207 1,465,908

現金及び現金同等物に係る換算差額 △861 429

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △365,069 △1,098,686

現金及び現金同等物の期首残高 835,205 1,379,913

現金及び現金同等物の四半期末残高 470,135 281,227
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該当事項はありません。

該当事項はありません。

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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